１　本指針の概要・基本的な考え方
（１）重点課題と基本指針策定の経緯及び趣旨
　　　　
鳥取県社協では、ボランティア活動の推進を含め、平成16年に鳥取県社協中期計画「ほっとプラン2004（H16～18）」、平成19年に同計画「ほっとプラン2007（H19～23）」を策定し、現在、計画の中間見直しを行っている最中です。また、平成21年1月には市町村社協がコミュニティソーシャルワークの視点をもって、組織、機能、事業の評価に取り組めるよう、ボランティア活動や市民活動の推進支援を含め、特に重要と思われる42項目について「社協評価基準」を策定したところです。鳥取県社協中期計画ほっとプラン2007の中間見直しや社協評価基準の策定においては、平成20年3月に策定された全社協「社会福祉協議会における第3次ボランティア・市民活動推進5カ年プラン」の基本的視点を反映しています。
本来、社協ボランティアセンター機能については、特に法律や要綱等にしばられる性質ではないと考えます。社協そのものについても、社会福祉法に規定はあっても具体的に第何種社会福祉事業に取り組まなければならないということでもありません。地域の実情に合わせて課題を設定し、地域住民やボランティアを含め多様な団体・組織と協働・連携等を図りながら、課題の解決または予防に向けて取り組む組織です。言い換えれば、そうした期待があるからこそ法律や要綱等にしばられる性質ではないと考えられ、すなわち社協の活動領域は、内外の要因に基づき、自ら設定し、果敢に挑戦していく類と考えます。

一方で、それ故に、社協組織内のみの判断で事業運営することになってはならないという志向を持ち合わせます。様々な関係者の理解と協力を得られることで、社協活動の中立・公益性が担保できると考えるからです。
社協ボランティアセンターの存在自体も、大局的に捉えると「社協のボランティアセンター」ということではなく、「社協がボランティアセンター」であるとも考えられます。自治体等からの補助・委託の縮減に伴い体制及び機能の低下はあり得ることとは容易に想像できますが、揺るがない本質として社協にはボランティア・市民活動支援の機能が組み込まれているべきです。それは、経営事業とは異なり、人員・事業費の不足をもってボランティア・市民活動支援をやりませんとは言えない「地域福祉を推進する」という組織使命が社協にはあるからです。その時々の課題に即して自在に変化することがそもそもの姿であって、そうした変化にあった社協ボランティアセンター機能を備える必要があると考えます。
本指針は、鳥取県社協中期計画ほっとプラン2007や社協評価基準にあるボランティア・市民活動の支援・推進の方向について、県内のボランティア・市民活動の状況や市町村社協ボランティアセンター実態・意識調査の結果を踏まえて策定したもので、社協としてボランティア・市民活動を推進するための重点課題と推進する方向をより現実的に提案し、社協ボランティアセンターの機能強化をめざすものです。　
（２）本指針の構成
本指針は、第1章「本指針の概要・基本的な考え方」、第2章「社協ボランティアセンターの重点課題と基本指針」、第3章「重点課題と基本指針を設定した背景」の3つの構成にしています。
第2章「社協ボランティアセンターの重点課題と基本指針」は、第3章「重点課
題と基本指針を設定した背景」を踏まえて、特に取り組みが求められる項目につい
て提案しています。

なお、福祉教育関連については、別途方針を提示する予定にしています。本指針の福祉教育関連事項については、ボランティア・市民活動推進のための提起としていますので、連動していますが包含はしていません。







































